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自動車部品企業における知的財産人材育成の現況及び今後の育成方針の検討
竹中 弘1  高橋 武秀2
１．序論及び問題意識
自動車部品業界は様々な知財権問題に直面している。
例えば、１）自動車部品会社は客先である自動車会社に製品を納入するにあたり、第三者の知財権の侵害回避
責任（特許保証）を求められるのが通常である。特許保証は品質保証と同様に一旦トラブルを起こした場合には
客先に多大な迷惑をかけるとともに、その解決には相当の費用と労力を要する。筆者の所属する会社の場合、国
内外競業者と数件の知財権侵害問題で係争中である。各種の未然防止策を施してはいるが１００％防止すること
は難しいのが現状であり、これらの解決に苦労している。自動車産業のグローバル化は日本の自動車部品会社に
多くビジネスチャンスをもたらすとともに特許保証負担も増大させる。従来の日米欧に加えて、新興国の特許問
題にも対応が必要となるからである。
２）客先である自動車会社や仕入れ先である材料会社等との間で締結する取引基本契約や秘密保持契約、共同
開発契約などの各種契約にも知財権問題が潜んでいる。取引の過程で生まれる発明の帰属につき自社に不利な取
り決めがされないように契約締結前には入念な検討と粘り強い交渉が要求される。さらに、契約締結後は秘密情
報の漏洩防止や発明の届出義務等、当該契約を遵守すべく社内関係者に徹底することが重要である。新興国の新
しい会社の場合、従来では考えられないような条件を要求されることもあるため特に注意が必要である。
３）自社従業員との間でも知財権問題は生じ得る。職務発明の対価の問題であり、従業員である発明者が訴訟
を提起し会社と争う例は新聞などでに度々掲載される。日本の特許法では発明は原始的に発明者に帰属すると定
められており、会社は特許を受ける権利を発明者より譲り受け対価を支払っているのが通常である。現在の特許
法では所定の手続きを経ることを条件に発明の対価額を事前に社内規定できる旨定められているため問題は生
じ難いと考えられるが、旧特許法ではこのような規定が無かったため発明者は会社が支払った対価の額を不服と
して事後的に争うことがある。
４）模倣品の発生も重大な知財権問題である。日本自動車部品工業会の調査によると、スパークプラグ、ブレ
ーキパッド、エアフィルタ、軸受等多くの自動車部品の模倣品が中国、東南アジア、中東を中心に出回っている
ことが判明している。模倣品の増大は真正品の売上減少だけでなく、劣悪な性能に起因してユーザーの身体に危
険を及ぼすおそれもあり放置できない問題である。
これらは自動車部品業界に関係する知財権問題の一例にすぎない。自動車産業のグローバル化に伴い
問題は更に多様化すると考えられる。
筆者の勤務先である会社が加盟している（社）自動車部品工業会は自動車部品を製造販売する４００以上の企
業で構成されているが、後述する2009年実施のアンケートに回答した84社のうち、知財部員数5名以下の企業
は52％を占めている。ゆえに知的財産活動を担う専門組織があるとしても大半の企業でせいぜい中規模のレベル
に留まり、知的財産の専門家がいないケースも往々にしてあることが推定される。
近年知的財産関係者の間ではその人材育成のあり方が注目されており、巷間各界の識者から種々の論文、実務
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的手引き等が出されている3。これらは、多くの専門家を擁し先進的な知的財産管理を行おうとしている企業に適
したもの、あるいは特有の領域において高い実務的専門性を育成するための手法を紹介しているものが多いよう
であり、知的財産の分野において、必ずしも高い専門知識を多くは保有しておらず、組織的・有機的な活動を行
うことができない自動車部品関連企業にとっては必ずしも有効な指針となっていない。本論文は人的なポテンシ
ャルが低い自動車部品会社の知的財産組織の実態を調査した上で、その実態の改善と知的財産権保護活動の担い
手であるべき自動車部品企業において、知的財産人材の育成の面で指針となるような材料を提供することを目的
とする。
２．知的財産人材
（１）本論文における検討対象
企業の中で知的財産活動に従事する人材を対象としている。
本論文での知的財産活動とは、後述するように、発明創出～特許取得～権利活用や、第三者の知財権の侵害回
避（特許保証）、ノウハウ・営業機密保護、ブランド・商標対応、技術契約・ライセンス関係業務等を指す。
尚、自動車部品企業の中では知的財産専門組織を持たず、設計開発の人員が知的財産業務を兼務しているケー
スも多いようである。従って本論文においては、知的財産人材を知的財産専門部署又は開発部門等で知的財産の
専門的な活動を行う者と定義している。
（２）本論文の構成
本論文では人材育成（広義）を図１のようなイメージ、即ち、人材採用、人材育成（狭義 教育・訓練）、動
機付け、社外人材の活用の視点で取り上げている。これらの事項は人材を育てる上において直接的に影響を与え
る事項と考えたからである。又、企業内部の人材育成とともに社外の人材活用の状況に応じて、企業内部の人材
育成のありかたも変わってくると思われる。そこで社外の知的財産人材については活用の観点で取り上げている。
                                                  
3日本知的財産協会 研修中期ビジョン 研修企画委員会 知財管理 VOL.56 No.9 2006
知的財産権の行使と求められる人材の育成について 竹田実 知財管理 VOL.57 No.4 2007
企業における人材育成 江崎研治 知財管理 VOL.57 No.4 2007
知的財産教育による人材育成と大学 外川英明 知財管理 VOL.57 No.4 2007
国際化する知的財産活動に適応する人材育成 竹中俊子 知財管理VOL.57 No.4 2007
知財人材育成のための部門長心得３箇条 知財マネジメント第１委員会第３小委員会
知財管理VOL.58 No.46 2008
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図１ 人材育成
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３．企業において求められる知的財産人材スキル
（１）自動車部品業界において求められる知的財産人材
一般に企業においては経営戦略を実現するためには事業戦略、研究開発戦略及び知的財産戦略の三位一体型の
活動が必要とされ、知的財産人材も知的財産の専門性のみならず、企業においての事業内容及び研究開発への理
解とその理解に基づいて知的財産活動の方針を立て実行することが必要とされている。4
特許庁の主要統計5に掲載されている自動車部品工業会加盟企業28社の2006年～2008年の特許出願件数(平均
件数/年)は、470件である。又、前掲の自動車部品工業会加盟企業28社のうち、特許出願件数上位10社に絞っ
てみると、2803件である。従って、この特許数からしても、自動車部品業界において、研究開発の成果として特
許が重要視されていることが分かる。
従って、特許権や商標権を取得して管理維持するといった実務的な能力の他に、経営層に対しての知的財産戦
略を提言する能力や自他社特許技術情報を展開したり、自社知的財産権を活用して事業戦略や研究開発戦略に結
びつける能力が必要であるが、自動車部品業界においてもこのことは当然に当てはまるものと言えよう。
図2 三位一体
さらに自動車部品業界における特質としては①完成車メーカーに対する第１章に紹介した特許保証責任、②競合
他社との比較優位性の確保、③現地生産に伴うグローバル対応、④中国等の諸国における模倣部品撲滅活動等が
知的財産の面から要求されるものと考える。
（２）知的財産人材育成の観点
知的財産業務を細分化してみると扱う対象の面からの切り口としては権利取得、特許保証、他社との交渉・契
約、ブランド・商標、ノウハウ保護等が挙げられ、知的財産とビジネスを結びつける視点からは知的財産企画等
の業務が考えられる。手続的な面の支援という切り口からは書式の作成提出、年金管理6といったような特許管
理の業務もある。本論文では便宜上、比較的多くの企業で一般的と思われる観点を以下に示し、知的財産人材に
                                                  
4日本知的財産協会 研修中期ビジョン 研修企画委員会 知財管理 VOL.56  No9 2006
5産業財産権の現状と課題 ～125周年を迎えた産業財産権制度～ 〈特許行政年次報告書2010年版〉
第2章  主要統計 9．特許制度利用上位企業の出願・審査関連情報
6年金管理とは、特許権等の自社権利を取得、維持するために、特許庁に支払う特許料の管理のことを指す。
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要求される能力を分類・定義付けしておく。
表-1
業務 業務内容（例） 専門能力 一般的能力・適性
実務
特許 特許取得
明細書作成
特許保証
特許動向分析
特許調査
専門技術理解力
発明のとらえ方
知財法（国内外）
特許判断力（特許性 侵
害判断）
特許調査スキル
日本語表現能力
発明者とのコミュニケーシ
ョン能力
語学力
緻密さ
意匠
商標
模 倣 品
対策
意匠・商標権取得
意匠・商標保証侵
害調査
模倣品対応
知財法・不正競争防止法
（国内外）
一般法（国内外）
類否判断力
デザインセンス
語学力
契約 契約書作成 一般法（民法等）（内外） 語学力
知 財 管
理
特許事務 知財法（国内外） 緻密性
渉外 渉外 契約・ライセンス
交渉
知財法（国内外）
一般法（国内外）
税務知識
日本語表現能力
語学力
ネゴシエーションスキル
企画 知 財 企
画
知財ビジネス
ブランド戦略等
知財法（国内外）
一般法（国内外）
戦略的思考能力
社内外調整能力
又、能力面（技術・知財・経営）の視点から関係業務ならびにその業務に要求される実務的スキルを項目立てす
ると以下の様な見方もできよう。
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４．自動車部品会社における現状
（１）知財権問題担当組織の現状
2009年度に（社）自動車部品工業会加盟企業約400社を対象にアンケートを行った。以下は、回答のあった企
業 84 社についてまとめたものである（但し各社が必ずしも全ての設問に回答したわけではないため、回答企業
数は設問によって異なる。）。
図 3 は（社）自動車部品工業会の会員企業知的財産部門の組織について行ったアンケート調査の結果を示す。
　　　　
　　
　　・
特許・技術的
目利き力
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力
交渉力
特許法
・実新法
・意匠法
・商標法
・不正競争防止法
国内外
の
知財法理解力
特許性判断力
権利範囲解釈力
裁判制度・判例
の理解力
日本語
／
外国語力
（文章
・読解力
）
・他社特許の強さ/弱さ、権利範囲を適切に調査・把握し、侵害を
　回避するか,　無効を勝ち取る
・自社特許の強さ/弱さ、権利範囲を適切に把握し、侵害者　
　に対して適切に権利行使
権利活用
・自社ﾋﾞｼﾞﾈｽを守る、若しくは合理的ﾗｲｾﾝｽﾛｲﾔﾘﾃｨ獲得の　
　交渉戦術を立て、実行
（２）第三者の知財権の侵害回避（特許保証）
・自社技術を保護するとともに、他社の参入を阻止できる
　権利範囲を取得
・技術的新規・進歩性を明確にした内容での出願、
　および権利化を図る
・「研究開発/事業戦略」の観点から発明を日本,外国特許庁
　にﾀｲﾑﾘーに出願特許取得
・技術者への「発明のとらえ方」のアドバイス等によって、
　発明を発掘
・自社で生まれた発明を「特許的／技術的」観点から適切に
　評価し、見極める
発明創出
（１）発明創出～特許取得～権利活用
特許性判断力
権利範囲解釈力
特許調査力
特許調査力
技術
センス
知財
スキル
＋
（３）ノウハウ・営業機密保護
・社内ノウハウとしての機密保持、あるいは特許出願を適切判断
・ノウハウ・営業秘密の適切な社内管理
（４）ブランド・商標対応
・商標出願・権利化
・ブランド戦略
・技術契約内容（ﾗｲｾﾝｽ条件等）の適切な把握と、契約文章化
・契約内容に関する他社協議と契約締結と履行
・知財権取得での国内外代理人の有効活用
・各種交渉、係争（特許訴訟）での国内外代理人との連絡
・知財権取得の外国特許庁対応（中国・インド等の新興国含む）
・海外コンペチター対応（係争・技術契約交渉）
（６）海外対応
（７）社外弁理士／弁護士との協力関係
（５）技術契約・ライセンス関係業務
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力
交渉力
特許法
・実新法
・意匠法
・商標法
・不正競争防止法
国内外
の
知財法理解力
裁判制度・判例
の理解力
日本語
／
外国語力
（文章
・読解力
）
各国法律
商標類否判断力
ノウハウ判断力
機密管理力
ブランド戦略
経営
センス
知財
スキル
＋
表－2
早稲田大学日本自動車部品産業研究所紀要 NO.6(2010 年度下期)
- 16 -
尚、企業によっては知的財産業務を行う組織・人員が研究・設計・生産等の開発部門に所属する場合もあると思
われるが、本論文では主として知的財産専門業務を扱う組織を知的財産部門、その要員を知財部員、主として開
発を行う組織を開発部門と定義することとする。
図3 知的財産部内組織
0
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50
0-5人 6-10人 11-20人 21-50人 51人-
知財部員数
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
アンケート回答企業84社のうち約半数の企業において知財部員数が５名以下であることがわかる。
これは、多くの企業において数少ない知財部員が幅広い知的財産の業務を所掌せねばならないことを示している。
（２）人材構成の現状
図4は企業の知財部員数の規模に応じて知財部員の年齢別割合を、図5は同様に知財部員の知的財産経験年数
割合を夫々示したものである。３０歳までの知財部員が総じて１０～１５％と低い傾向にあること及び知的財産
経験年数１０年未満が半数を占めていることから、新卒での採用は少なくローテーション等で知的財産部門に異
動してくるケースが多いと推測される。
図4 年齢構成
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
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図5 知的財産関連業務経験年数
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
又、図6はキャリア採用（中途採用）の有無についての結果を示している。知的財産部門の規模に応じて差異
は見られるが全体で４０％程度の企業でキャリア採用を活用していることを示している。
図6 キャリア採用枠
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
図7は知財部門と他部門のローテーションの有無を示している。無し（ほぼ無しを含む）とあり（定期・不定
期）がほぼ同じくらいの割合となっている。又、知財部員が多い企業程ローテーションを実施している傾向が高
い。
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図7 ローテーション有無
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
５．人材採用のあり方
（１）求められる人材
採用、特に新卒者については多くの企業でこれまでは理工系を中心とする科学技術を専攻した卒業生である技
術系と人文科学を専攻した事務系の枠組みで採用するケースが多い。知的財産がこの枠組みに適しているか否か
考える必要がある。
知的財産の業務は前述の通り、特許（技術）、意匠（デザイン）、商標（ブランド）、契約等を対象としており、
知的財産業務に従事するためには、特許法等の知的財産権関連法、独占禁止法等の経済法、民法や民事訴訟法等
の一般法も習得しておく必要がある 又、企業の知的財産実務で多くの部分を占める特許業務においては以下の
ような能力・知識が要求されるものと考える。
①発明を権利取得のコスト（内容開示のリスクを含む）をかける価値があるかどうかの観点から適切に評価
し見極める技術力
②技術を特許の文章として表現するための表現能力
③社内で発明者とのやりとり、特許手続や交渉相手との折衝能力
④国内外の特許法を中心とする知的財産関連法の知識
コミュニケーションの能力は如何なる業務でも必要ではあるが、そもそも取り扱う対象が発明という他人の頭
の中にあるということからして、知財部員には特にこのコミュニケーション能力が要求されるものと思われる。
技術系の新卒者は多くの場合他人の発明を扱う仕事よりも、自ら発明創作に携わりたい、又モノ（部品・装置）
に直接触れる職場で仕事をしたいという希望を持っている場合も多く、知的財産部門への配属がミスマッチにな
る可能性もありうる。
従って、知的財産人材の場合には必ずしも技術系・事務系の枠組みによる採用が良いとは言えず「発明内容を
理解し、言語化して表現できる能力」を有する人材を鑑別する工夫が必要である。
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（２）人材採用の留意点
方法としては新卒者の採用、中途採用、社内ローテーションが考えられる。以下、場合分けして検討する。
①新卒者採用
日本の多くの企業で新卒者を一括採用し、各部門に配属している。新卒採用に通常の一括採用とスペック採用
がある。一括採用とは技術系・事務系の分類のみで採用し、採用後は本人希望等も踏まえて各部門に配属させる
方法である。スペック採用は採用に際して特定の部門に配属することを前提とするものである。
一括採用の場合には人事戦略、配属部門側のニーズにより必ずしも本人希望通りの配属先には行かないケースも
ある。又、知的財産の場合にも職場の要求と、本人の自己認識のミスマッチが起こりえることは前述の通りであ
り、仮配属のような仕組みも検討すべきであろう。 筆者の経験上、実際には研究開発部門を長く経験し、知的
財産部門に異動して成功するというケースが比較的多いのに比し、知的財産部門を長く経験した後に研究開発部
門に異動して第一線の研究開発を行うというのは難しいようである。従って、短期間（例えば１～２年間）を前
提に仮の配属をし、適性を確認するという方法も検討の余地がある。
一方、スペック採用の場合には応募学生はそもそも知的財産業務に興味を持っているので、通常の場合のよう
なミスマッチが起こりにくい。いくつかの大手企業の知的財産部門でも実施されており、実績を挙げているよう
である。最近増えてきているインターン制度と組合わせることにより優秀な人材を確保しやすくなるものと思わ
れる。
いずれにせよ、知財部員採用のニーズのある会社はそのことを十分に採用案内に明記することが重要である。
知的財産を志す学生は近年増えてきており、知的財産学部や知的財産専攻学科を設置している大学7も出てきてい
る 7。知的財産部門で募集があることがリクルート資料に記載されなかったため、知的財産を志す学生がその会
社に応募しなかったというケースも現実に起こっている。
又、知的財産に興味を持つ学生は弁理士試験や知財管理技能検定資格に興味を持っている場合も多い。
会社としてこのような資格を取るための環境やインセンティブを与えていること学生に示すことも優秀人材確
保に効果的と考える。
②中途採用
中途採用は即戦力を得るには確実な方法である。知的財産部門の人材を扱う人材会社8もある。
筆者も多くの中途採用の経験があるが、同じ知的財産の業務といっても企業毎の文化・やり方の違いから、必ず
しも適合しなかったケースもあった。限られた面接時間で適性を見抜くのは相当困難であるが、年齢（若い方が
一般に順応性が高い）、これまでの転職回数等比較的客観的な指標を中心に判断することにより失敗する率は低
くすることが出来ると考えられる。
筆者の経験では、前職が特許事務所であった人材は個人プレーの癖が抜け切らず、企業において求められるチ
ームワークが不得意な傾向が強いようである。
又、人材紹介会社を経由すると相応のコスト負担を要することも考えた対応が必要である。
③社内ローテーション
前述のアンケート結果より、自動車部品会社の知的財産部門の規模はあまり大きくなく、新卒者を定常的に採
用するのは困難であろう。この観点からは設計開発部門で技術を身につけた後に適性を勘案し、知的財産部門に
異動させるような方法も検討すべきと考える。
                                                  
72010 年現在東京理科大学 金沢工業大学 国士舘大学 名古屋商科大学 大阪工業大学 吉備国際大学が専攻
学科を持っている。  
8 パテントキャリア 知財お仕事ナビ リクルートエージェント
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開発部門と知的財産部門では技術という共通項はあるものの、求められる能力・知識は大きく違うことからそ
の点を十分に考慮して異動を行うべきである。
同じく前述のアンケートを実施した際、社内ローテーションの場合、異動元部門と異動先部門の合意が前提に
なるケースも多いと考えられるが、このような場合において本人は知的財産部門に異動したいのであるが、上司
が了解しないため異動が成立しないとの回答もあった。
このため、期間限定的（例えば３年）で開発部門と知的財産部門の人員を異動させるというような方法も考え
られる。夫々が新しい職場と研鑽を積み所定期間後、元の部門に戻り、広がった視野で業務を行うことは双方の
部門にメリットをもたらす場合もある。
又、本人ニーズを尊重する形での『社内公募制度』も増えているようである。人材を希望する部門が募集する
人材のスペックを社内に公表して、応募希望者は直接人事部門を通して募集部門に異動を打診し、募集部門が了
解すれば異動が成立するものである。すなわち、元の部門の上司の了解なくして異動が成立する仕組みである。
このような制度を導入することも検討の余地があろう。
６．人材育成（教育・訓練）のあり方
ここでは知的財産人材を知的財産部門の専門職（及び一般職）、マネージャー職、開発部門における技術者の
育成方法、経営層に対しての情報発信に大別して論ずることとする。
以下に記載するアンケートの結果は、前述のアンケート調査によるものである。
（１）人材育成方法（教育・訓練）の現状
図8～11は自動車部品会社の知的財産人材の育成についてその手法について外部研修、社内OJTそれらの併用
の観点からアンケート結果を示したものである。図8は知的財産部門の専門職の育成方法を、図9は一般職の育
成方法を、図10はマネージャーの育成方法を、図11は開発部門における技術者の育成方法を示したものである。
図8 専門職教育内容
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
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図9 一般職員教育内容
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
図10 マネージャー育成内容
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
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図11 社内人材 知財育成内容
（出典：部品工業会2009年実施アンケート調査より筆者作成）
専門職の研修については外部研修と社内研修の併用が多いが、知財部員の少ない企業（～２０名）では外部研修
に依存する割合が高くなっている。
マネージャーの研修については知財部員の少ない企業（～１０名）では外部研修の依存度が高くなる傾向にあ
るようである。
一般職の研修については外部研修と社内研修の併用が多いが、知財部員の少ない企業（～５名）では外部研修
に依存する割合が高くなっている。
開発部門の技術者の研修については殆どが社内のＯＪＴで実施していることが読み取れる。
（２）知的財産部門専門職（含む一般職）の育成
①育成手法
とるべき育成手法はその企業の実情に応じてケースバイケースであると考えられるが、一般に社内の研修・Ｏ
ＪＴとともに外部の研修を適宜使うのが好ましいと思われる。
知的財産法の知識や特許明細書の作成の仕方等普遍的なものであれば外部の研修に委ねることも効率的と思
われる。その企業が独自にとっている考え方、例えば特許出願の考え方、特許保証の考え方等であれば当然なが
ら社内の教育・訓練によって身につけていくしかないと思われる。
外部研修の一つの利点としては刺激を得られる点である。特に自動車部品会社の知的財産部門は比較的少人数
の場合が多く、同世代の部員も多くないと考えられる。そうした中で他人との比較をすることは難しい。外部研
修に参加することにより、同世代の知財部員と比較することにより本人の動機付けにつながることも考えられる。
いくつかの機関9で有償・無償の研修プログラムが提供されている。9
又、研修に限らず、知的財産協会や企業グループ系の集まり等で共通課題に取り組むワーキング活動等に参加
することでも同様に刺激を受け人材育成につながると考えられる。
                                                  
9 特許庁、ジェトロ、特許流通ＤＢ、日本知的財産協会、（社）発明協会、日本弁理士会
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②社内研修・ＯＪＴ
企業の戦略を実現していくためには社内研修・ＯＪＴが不可欠であると考えられる。人材を育てるためには以
下の視点での取り組みが必要である。
(ⅰ)知財部員のあるべき姿の明確化（カリキュラム）
業務仕分け等を行い必要な業務を遂行するための能力要件を定めることが必要である。その上で各要件毎に年
次／職位等に応じた目標レベルの設定をすることにより本人、指導先輩・上司にとって行うべきことが明確とな
る。知財部員には要件表を開示して会社としての期待値を認識させるとともに自覚・努力を促すことができる。
事例１及び２は、ある自動車部品会社で実際に用いられている新人知財部員の育成のためのカリキュラムとを
スキル要件習得度のチェックリストを示している。これらを参考にして各社の事情に合う能力要件を定めること
が勧められる。
事例1 新人知財部員教育カリキュラム
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事例2 知財部員スキル要件チェックリスト
判断基準： 初級：１ 中級：２ 上級：３ 経験無し：０
この他に経済産業省からも『知的財産人材スキル標準』10が発行されているので参考にすることが良いと思わ
れる。
（ⅱ）環境の整備
このようにして作ったカリキュラムも実現していく場が必要である。社内外の研修やＯＪＴ指導の場
を設けることが必要である。又、自己研鑽の機会を作るため、適宜社内での勉強会・発表会の場を設けたり、前
述の通り社外のワーキンググループ活動に派遣することも考慮すべきである。又、内外の特許事務所に研修に派
遣したり、知財技能検定試験や弁理士試験にチャレンジするよう仕向けることも検討すべきである。
                                                  
10 経済産業省産業政策局知的財産制作室編「知財人材スキル標準ガイドブック
日本経済新聞出版社   平成19年発行
１
年目
２
年目
３
年目
４
年目
５
年目
目
標
評
価
目
標
評
価
目
標
評
価
目
標
評
価
目
標
評
価
出願・権利化 ①
法律 １ １ ２ ２ ３
発明創出 １ １ ２ ２ ３
出願手続 １ １ ２ ２ ３
中間対応 １ １ ２ ２ ３
その他 １ ２ ２ ２
調査 ② 調査 １ １ ２ ２ ３
判定 ③ 判定 １ １ ２ ２
他社対応 ④
侵害 １ １ １ ２
契約（権利活用に関す
る）
１ ２
自社技術力把握 １ ２ ２ ３
他社権利対応 １ １ ２
技術契約 ⑤ 契約 １ ２ ２
戦略立案推進 ⑥ 戦略立案 １ １ ２
リスク対策・対応 ⑦
技術流出防止 １ ２
営業秘密対応 １ ２
模造品対応 １ ２
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（３）マネージャーの育成
筆者はわが国においては、一般に専門家を育成する仕組みに比しマネージャーを育成をする仕組みは比較的少
ないのではないかと考えている。近年ではMBA留学をさせる等、体系化された仕組みを導入している企業も増え
ていると思われるが、少なくとも一昔前までは『自分の背中を見て育て』と言うタイプの上司に部下が指導され、
その部下が上司となった場合にはさらに同じように繰り返すというように、個人の特質に応じたマネジメントが
主流だったと思われるし、今でも多くの場合にはこのような状況が多いのではないか。本論文では体系化された
育成システムを提案するものではなく、多くの自動車部品会社の知的財産部門の特性、即ち比較的少ない人数で
幅広い業務をこなす組織をあずかる者としてのマネージャーのあるべき姿とその育成について論ずる。
①能力要件
一般にはマネージャー、リーダーの能力要件は以下のような表現で表されることが多いと思われる。
・課題設定能力 ・計画立案能力 ・実行能力    ・組織運営能力 ・説明責任能力
・調整能力   ・判断力    ・人材育成能力
これらの能力要件を必要とする点では、知財部門であるからといって特に異なることはなく、他の部門のマネ
ージャーと同様に社内外の研修の場を活用して育成していくべきものと思われる。
②知的財産部門のマネージャー、リーダー
経験上、知的財産部門と他部門を比較すると、特徴的と思われることとして以下の事項が挙げられると思われ
る。
（ⅰ）法的な専門用語が用いられることが多く、一般には分かりづらい説明が多い。
  社内調整、経営層への理解を得るには分かりやすい説明が必要である。
（ⅱ）役所、裁判所が最終的に判断することを想定しつつ、会社の判断が求められる。
   又、他社との知的財産権事件のように他社との交渉事が多く、相手の出方を予測した上で、自社
の動きを決めるような、いわば不確定な事項を先読みする判断能力が求められる。
（ⅲ）特許の価値は実施化されるまで長年（あるいは実施化された後でも）はっきりしないことが多く、
特許出願の時点での価値評価が行いにくい。価値が不確定なものに意義づけをする能力が求めら
れる。
（ⅳ）技術開発を行う側が主役であり、知的財産部門はサポートをする部門であるとする意識が一般には多い。
この環境下で知的財産部門の人材のモチベーションを維持・向上させる力が求められる。
（ⅴ）知的財産権は無体財産権とも言われるように、目に見えないものであり、その侵害等は明確にな
りにくい。『侵害のやり得』を排除する高い倫理観が求められる。
こうした特徴的なことを勘案すると、知的財産部門のマネージャー、リーダーに通常に加えて特に要求される
能力は、説明能力、判断力、交渉能力、人材動機付けの能力といったところであると思われる。
まずはマネージャー人材の本来有する固有能力を見た上で、適材適所の配置をして実践でさらに養っていくと
いう方法が望ましい。
（４）開発部門における技術者の育成
技術者にもある程度の特許知識を身につけさせることが必要である。特許法の基礎、発明の捉え方、特許調査
の行い方、外国特許の基礎、契約関係での留意事項の観点で育成カリキュラムをつくり実行することが好ましい。
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事例3 技術者教育カリキュラム
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上に掲げた事例はある自動車部品会社の技術者教育カリキュラムの実例であるので参考にされたい。
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（５）経営層への情報発信
知的財産人材の育成をさらに実効あるものとするために普段から経営層に対しての理解を求めてお
くことが必要である。知的財産制度を取り巻く環境の変化や自社の知的財産戦略と課題について適宜
報告しておくことが好ましい。
例としては、企業経営から見て知的財産の重要性が増大していること、具体的には①国家・企業レ
ベルで知的財産権重視の流れがあること、②知的財産リスクは増大していること（市場における知的
財産価値は増大）、③市場のグローバル化に対応した知的財産活動が必要になってきていること（新興
国対応）等が最近の環境変化であり、随時情報展開しておくことにより理解が高まり、人材育成にお
けるサポートも受けやすくなるものと考える。
７．動機付け
ここでは人材を育成するために大きく寄与する要因として専門性評価、表彰・報償、環境の提供の
観点で論じる。
（１）専門性評価
人材の評価のあり方は人材成長に密接に関係する。評価指標を明確にすることには動機付けの視点
から、『何が大切か、どのような点を伸ばすべきか』が明確になり、目標設定の参考になりやる気につ
ながるものと考えられる。
本人待遇を決めるための人事評価と関連させるか否かは別にして、本人の実力を診断し、結果を本
人に伝え、動機付けすることは極めて重要であると考える。
そこで、知的財産部門の人材の専門性育成の観点からその企業の方向性にあった能力要件を明示し、
本人能力がどのレベルにあるかを評定し、本人に伝達することが重要である。
実際の指標値としては前掲の事例１、事例２のような指標を使うことが考えられる。その際注意す
べきは能力要件の適切さと本人レベル判断の客観性である。各企業が求める能力要件はその企業の活
動のあり方に応じて様々と考えられる。自己の企業に見合った能力要件を設定すべきである。
又、評価の客観性を担保するためにはきるだけ具体的な指標値を用いることが望ましい。前掲事例
２のような 1点から５点までの評価点方式も考えられる。あるいは『〇〇さんのレベル』 というよう
な言い方の方がわかりやすい場合もあるかも知れない。その職場の状況に応じて考えることが必要で
あろう。
評価を行う際の留意点であるが、できるだけ多面的に見ること望ましい。多くの場合は上司が評価
するのが一般適であるが、評価する側に先入観もある場合には偏った評価になりうる。職制ライン（縦
ライン）のみならず、横のラインからの評価も入れる多面的評価を実施し、色々な見方を取り入れる
ことが必要であると考える。
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評価結果は本人に伝達し、『いつまで』 『どのレベルに』『どのようにして』 到達するのかという
目標設定を上司と本人の間でとり決めることが必要である。この評価と振り返りを繰り返し実行する
ことが人材の育成につながる。この繰り返しは例えば半年毎、一年毎といったスパンで行うべきであ
ろう。
又、知的財産部門の人材の専門性の評価と人事評価（考課）の関連であるが、前掲アンケートによ
れば、知財部員の考課はその専門性も考慮した上でその企業における一般的考課基準を用いているこ
とが多いようである（図 12）。
知的財産人材の専門性が全てその本人の全人格を含めた能力というわけではないので、少なくとも
知的財産の専門性をダイレクトに待遇に直結させることは控えた方が無難であると思われる。
図 12 考課に対する専門性の考慮有無
（出典：部品工業会 2009年実施アンケート調査より筆者作成）
又、開発部門の人材についても知的財産の指標を用いることにより、より専門性を高める育成が図
ることができるものと考える。例えば、特許出願件数や前述のようなカリキュラムを既に受講したか
どうかといった指標を用いて、評価と振り返り、目標設定を行うのが良い。
（２）表彰・報償
①開発部門の人材（発明者）
少なくとも特許法第３５条に適合した制度を設けることが先ずは必要である。出願報償金、登録報
償金、実績報償金という制度が一般的なようである。このような報償制度も開発部門の人材の動機付
けになるが、法律で要求されている以上の制度を導入し人材を活性化することも考えられる。
近年では特許も活用の方向に活動がシフトしつつあるが、他社の侵害事例を発見したような場合、
侵害発見報償制度を導入することも一策である。
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又、このような報償制度の適用状況を社内に公表することも競争心を引き出すことに効果があると
思われる。たとえば年度の報償金額、報償人員数、個人（上位者）の報償額等である。更に、金銭的
なものに限らず、社長表彰等の名誉を表する制度も効果的と考えられる。
発明報償制度は多くの場合、発明が特許化され、実施実績もでてから多額の報償金が支払われるケ
ースが多い。発明活動を行って何年もたってからという場合も多い。動機付けの点ではいささかタイ
ムリーさに欠けることが否めない。このため、出願した年度に発明を評価したり、特許出願に限らず、
特許保証等も含め広く知的財産活動を表彰することも考えられる。
②知的財産部門の人材
前述のアンケートで知的財産部門の人材についての動機付けを行っているか否かについての回答を
図 13に示している。範となる知的財産活動に対して表彰制度も行ったり、資格試験についてインセン
ティブを与える制度をとっている企業もあるようである。筆者の経験でいけば、発明者は通常期待さ
れる以上の業務を行ったとして脚光を浴びるのに比し、発明者の活動をサポートする知財部員はそれ
サポート自身が業務の一部という捉えられ方がされ、あまり顕彰されることがないような気がする。
部門レベルの裁量で顕彰策を導入するのが良いと考える。
図 13 モチベーション向上策実施有無
（出典：部品工業会 2009 年実施アンケート調査より筆者作成）
モチベーションの向上策実施有と回答した企業の実施例
・開発者と一体になって取り組む戦略テーマを与え、業績で評価
・新規ビジネスモデルと表彰制度
・社内表彰制度の活用
・部内表彰制度、グローバル表彰制度、社内報告会の定例開催
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・特許報償制度の運用
・部全体業務、課題の全員の参画、グループの枠を超えた情報共有化
・知財検定の取得に伴い一定のインセンティブを付与
・海外短期研修
・弁理士受験費用、知財検定受験費用の補助
（３）業務環境の提供
ここではとくに知的財産部門（特に特許関係）がどうあるべきかの視点で論ずる。特許関係の業務
では『待ち』の仕事スタイルではなく、積極的に上流工程（研究開発部門）に出入りすることが望ま
しい。研究・開発の流れ全体がみえるようになり、全体的な視点での判断ができるようになると思わ
れる。このため、物理的にも研究・開発部門のすぐ近く、あるいはその中に席をおくような形が効果
的である。
８．社外人材の活用
知的財産業務においては、社外にその業務を委ねることも多い。以下代表的なものを挙げる。
・特許調査      →特許調査の専門会社へ
・特許出願      →弁理士へ
・侵害案件訴訟・交渉 →弁理士・弁護士へ
・契約関係業務    →弁護士へ
このほか商標関係業務、著作権案件といった切り口もあるし、又国内案件、海外案件といった切り
口も考えられる。
ここで社内の人材育成とも関連し、どの業務を社外人材へ切り出すかの明確なポリシーを会社とし
て持つことが重要である。
多くの会社で特許出願は社外の弁理士に委任しているであろう。海外関係は代理権の関係もあり現
地の弁理士・弁護士に委任するケースが多であろう。
こうした中、切り出した業務については社内の人材の育成ができなくなると考えたほうが良いと思
われる。実際に大量出願するようになってからは特許出願は全て社外の弁理士に委任し、社内の能力
が空洞化してしまった例も聞く。一方で、特許明細書の質の担保の観点から社外人材には任せられな
いとの方針で全て社内で特許明細書を作成している企業の例も聞く。
どの部分を社外に委ねるかは各社がどの業務をコア業務として社内に残すかの判断と裏腹となる。
一般にはビジネス上の判断に直結する業務、例えば交渉業務、特許出願の補正等は社内事情に通じた
人材が行うべきと考えるが、これらの業務においても更に内外の分担を行うことも可能である。又、
社内の人材と社外の人材の質の差によっても判断は異なる場合がある。
各企業で人材採用、育成のあり方と併せて社外の人材の活用範囲を定めることが必要と考える。
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９．あとがき
知財人材育成は（社）日本自動車部品工業会においても今後の重要課題となっている。知財に関
する相談窓口の設置の検討も行われている。知的財産の分野は自動車部品業界にとって今後もますま
す重要になってくる。社内の人材育成に努めるととともに、外部の動きから常に目を離さず、社内外
の人材をうまく活用する方法を考えるべきである。
以上
